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保険料率の算定方法
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３．令和６年度高石市保険料率

＜算定結果＞
1人あたり医療費の増加が続き、更に被保険者数の減少が進む

見込み。≪保険給付費が増加し、1人あたり保険料額が増加する。≫

◎令和６年度≪本算定≫大阪府統一保険料率　＝　高石市保険料率　＝　

所得割 均等割 平等割 限度額

9.56% 35,040円 34,803円 65万円

（＋0.38%） （＋1,310円） （＋1,105円） -

3.12% 11,167円 11,091円 22万円

（＋0.15％） （＋583円） （＋517円） （＋2万円）

2.64% 19,389円 - 17万円

（＋0.03％） （▲163円） - -

（下段はR5保険料との比較）

医療給付費分
（医療分）

後期高齢者支援金分
（後期分）

介護納付金分
（介護分）

全国で先駆け、府内すべての市町村で完全統一保険料率

府内市町村保険料率

前回（令和5年度第2回運営協議
会資料１P8より抜粋）
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保険料算定の方法（医療分）
府全体保険料必要総額（調整後）172,977,275,848円

所得割総額

β １

均等割総額 平等割総額

60 40

【大阪府国民健康保険運営方針P16より抜粋】
第２ 市町村における保険料の標準的な算定方法
１標準的な保険料算定方式（医療分、後期高齢者支援金分、介護納付金分）
都道府県は、標準的な保険料算定方式や市町村規模等に応じた標準的な収納率等、市町村が保険料率を定める際に必要となる事項の標準
を定めるとともに、当該標準設定に基づき、市町村標準保険料率を算定して示すことにより、標準的な住民負担の「見える化」を図るこ
ととなっている。
そこで、府における標準的な保険料算定方式について、次のとおり定める。
①標準的な保険料算定方式 ３方式（ただし、介護納付金分保険料は２方式）
②標準的な応益割と応能割の割合 １：β（βは所得のシェアをどの程度事業費納付金の配分に反映させるかを調整する係数）
③応益割における被保険者均等割と世帯別平等割の割合 60：40

応能割

医療分：β＝0.8559768272896

応益割

79,777,148,937円 55,920,076,147円 37,280,050,764円

❶ 大阪府は、保険給付費の推計をもとに、府全体で必要な保険料必要総額を算出し、
保険料必要総額を算定方法に沿って所得割、均等割、平等割に按分
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所得割総額 均等割総額 平等割総額
79,777,148,937円 55,920,076,147円 37,280,050,764円

÷ ÷ ÷

総所得金額等
（推計値）

被保険者数
（推計値）

世帯数
（推計値）

834,522,729,516円 1,595,892人 1,071,163世帯
＝ ＝ ＝

所得割 均等割 平等割
0.09559…

→9.56％
35040.0…

→35,040円
34803.3…

→34,803円
❷ 所得割総額、均等割総額、平等割総額をそれぞれ府全体の総所得金額等、被保
険者数、世帯数の推計値で除する。
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保険料算定の方法（医療分）



保険料算定の方法（後期分）
府全体保険料必要総額（調整後）55,413,705,290円

所得割総額

β １

均等割総額 平等割総額

60 40

応能割

後期分：β＝0.8656871674824

応益割

25,712,206,424円 17,820,899,320円 11,880,599,546円
÷ ÷ ÷

総所得金額等
（推計値）

被保険者数
（推計値）

世帯数
（推計値）

823,739,302,776円 1,595,892人 1,071,163世帯
＝ ＝ ＝

所得割 均等割 平等割
0.03121…

→3.12％
11166.7…

→11,167円
11091.3…

→11,091円
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府全体保険料必要総額（調整後）19,772,160,492円

所得割総額

β １

均等割総額

応能割

介護分：β＝0.8338999768567

応益割

8,990,678,000円 10,781,482,492円
÷ ÷

総所得金額等
（推計値）

被保険者数
（推計値）

340,492,348,713円 556,059人
＝ ＝

所得割 均等割
0.02640…

→2.64％
19389.0…

→19,389円

66

保険料算定の方法（介護分）


